
令和６年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業　実施計画一覧
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2
給付金・定額減税一体
支援事業（物価高騰対
策給付金）

福祉課
税務課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　523世帯×100千円、令和６年度
非課税化世帯　155世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化
世帯　127世帯×100千円、子ども加算　225人×50千円、定額減税
を補足する給付の対象者　4022人　(97330千円）　　のうちR６計画
分
事務費　7409千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（805世帯）、定額減税を補足す
る給付の対象者数（4022人）

123,709 R6.8 R6.11
対象世帯に対して令和6年8月までに
支給を開始する
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7

低所得世帯支援及び
不足額給付一体支援
事業（物価高騰重対策
給付金）

福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　3795世帯×30千円、子ども
加算　190人×20千円　　のうちR６計画分
事務費　7829千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務
委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（3795世帯）

125,479 R7.3 R7.3
対象世帯に対して令和7年3月までに
支給を開始する

11
介護保育等事業者物
価高騰対策支援金支
給事業

介護保険課

①物価高騰の影響を受けている介護等事業者、障害福祉サービス
事業者、保育等事業者、保護施設へ支援金を給付し、事業者の負
担を軽減し、経営状況の安定化と利用者へのサービス提供を維持
する。
②介護等事業者、障害福祉サービス事業者、保育等事業者、保護
施設への支援金
③支援金
　相談支援　単価80,000円／事業 所　9事業所　 720,000円
　訪問系　単価150,000円／事業所　　8事業所　1,200,000円
　通所系　単価15,000円／名（定員）　　436名（26事業所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6,540,000円
　入所系　単価30,000円／名（定員）　　721名（31事業所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21,630,000円
　保育系　単価10,000円／名（定員）　　260名（8事業所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,600,000円
④介護等事業者（64事業所）、障害福祉サービス事業者（6事業
所）、保育等事業者（11事業所）、保護施設（1事業所）

32,690 R7.3 R7.3

町内の介護等事業者（64事業所）、障
害福祉サービス事業者（6事業所）、保
育等事業者（11事業所）、保護施設（1
事業所）に対し総額32,690千円の支援
金を給付し、経営状況を安定させるこ
とにより、町民へのサービスの維持を
図る。

物価高騰を起因とした事業縮小率
【0％】

12
周防大島町物価高騰
生活支援クーポン券事
業

商工観光課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている町民
及び事業者への支援として、町民にクーポン券を配布し、物価高騰
により落ち込んだ地域経済の活性化を図ると共に、物価高騰に直
面している町民の生活を支援する。
②町内に居住する住民を対象に町内で広く利用可能な割引クーポ
ン券（500円割引となる500券を1人10枚）を交付する。
③クーポン券等印刷費　1,340,000円
クーポン券発送郵送料　8,200戸×140円＝1,148,000円
クーポン券事業運営業務委託費　3,064,000円
クーポン券換金　5,000×13,800人＝69,000,000円
合計74,552,000円（一般財源48,205千円充当）
④町内に居住する住民

74,552 R7.3 R7.3

町内に居住する住民へ合計
69,000,000円の割引クーポン券を交付
し、生活支援と町内で68,000,000円以
上の購買が見込まれる。

クーポン券換金率【100％】

13
病院事業特別会計繰
出金（エネルギー価格
等高騰対策）

病院事業局

①エネルギー価格及び食材費の高騰が続く中、その影響を大きく
受けている病院事業会計へ繰出し、安心・安全で質の高い医療が
継続できるよう公営企業会計の安定化を図る。
②繰出金
③大島病院99床、東和病院60床、橘医院0床
・エネルギー高騰分：100千円×（２病院＋１診療所）＋30千円×稼
働病床数159床＝5,070千円
・食材費高騰分：11千円×稼働病床数159床＝1,749千円
合計6,819千円　
　
④病院事業特別会計（企業会計）

6,819 R7.3 R7.3

エネルギー価格等の高騰の影響を抑
制し、事業運営の安定化を図る。

病院事業会計へ6,819千円繰出

363,249
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